
(証券コード　6286)

2019年６月11日

株 主 各 位
静岡県静岡市清水区天神二丁目８番１号

靜 甲 株 式 会 社
取 締 役 社 長 鈴 木 惠 子

第117回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

さて、当社第117回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます

ようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の参考書類をご検討くださいまして、

同封の委任状用紙に議案に関する賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、折り返しご送付

くださいますようお願い申しあげます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具

記

１ 日 時 2019年６月26日（水曜日）午前10時

２ 場 所 静岡県静岡市清水区天神二丁目８番１号

当社清水工場２階会議室

３ 目 的 事 項

報 告 事 項 １　第117期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告の内

容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２　第117期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類の内

容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金配当の件

第２号議案 取締役９名選任の件

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

各議案の内容は、後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」（42頁から

47頁）に記載のとおりであります。

以　上

（お 願 い）当日ご出席の際は、お手数ながら同封の出席票を委任状用紙と切り離さずに会場受付にご提出くださいます
　　　　　　ようお願い申しあげます。
（お知らせ）本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、
　　　　　　インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.seiko-co.com）において、修正後の事項を掲載させて
　　　　　　いただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

１　企業集団の現況に関する事項

⑴　事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益や雇用環境の改善が続き、設備投資も

増加するなど緩やかな回復基調で推移しましたが、米国の通商政策に対する懸念や中国の

景気減速など、景気の下振れリスクに注意が必要な状況であります。

このような経済環境のなか、当社グループにおきましては、「顧客対応力の充実を図る」

を方針として掲げ、「人づくり」「仕組みづくり」「ものづくり」を重点課題として定め、

各事業において施策を推進しております。

当連結会計年度の当社グループの売上高は、産業機械事業、電機機器事業は堅調に推移し、

前年同期の実績を上回りました。一方、車両関係事業では新車販売台数の減少により、前

年同期の実績を下回りました。また、冷間鍛造事業も主力の自動車部品の一部生産終了な

どにより前年同期の実績を下回りました。

これらの結果、売上高は、前年同期比1.6％増の334億３千９百万円となりました。利益面

では、車両関係事業が前年同期の実績を下回ったことを主要因として、経常利益は前年同

期比27.8％減の６億２千４百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前年同期比61.2％

減の３億８千万円となりました。

なお、前年同期には、投資有価証券売却益１億９千２百万円、日本機械商事株式会社（本

社：大阪府大阪市中央区）の連結子会社化に伴う段階取得に係る差益８千万円及び負のの

れん発生益８千９百万円を特別利益に計上しております。

事業別の売上状況及び概況は以下のとおりです。

事 業 区 分 売 上 高(千円) 構 成 比(％)

産 業 機 械 事 業 6,940,465 20.8

冷 間 鍛 造 事 業 1,549,961 4.6

電 機 機 器 事 業 5,632,284 16.8

車 両 関 係 事 業 19,198,664 57.4

不動産等賃貸事業 117,972 0.4

合 計 33,439,348 100.0
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〔産業機械事業〕

包装機械は、主要な販売先である食品やトイレタリー業界をはじめとして、大型の液体充

填ライン等は前期並みで推移し、液体充填巻締機等の小型・中型機は堅調に推移しました。

さらに、前期に行った日本機械商事株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）の連結子会社

化も売上増加に寄与しました。これらの結果、売上高は前年同期比10.4％増の69億４千万

円となりましたが、営業利益は開発要素の多い仕掛品の評価損を売上原価に計上したこと

により、前年同期比4.9％減の５億８千５百万円となりました。

〔冷間鍛造事業〕

自動車部品は、納入先における主力製品の生産終了や中国市場低迷による中国向け製品の

減産などにより、前年同期の実績を下回りました。一方、電動工具部品及び事務機・産業

機械部品は、主要納入先の製品増産に伴う受注増により前年同期の実績を上回りましたが、

自動車部品の落ち込みをカバーするには至りませんでした。これらの結果、売上高は前年

同期比5.5％減の15億４千９百万円、営業利益は生産高の減少に伴う工場操業度の低下によ

り、前年同期比33.7％減の７千４百万円となりました。

〔電機機器事業〕

主力のＦＡ関連機器は、自動車関連など静岡県内製造業の需要が堅調に推移し、前年同期

の実績を上回りました。冷熱機器及び空調機器も工事案件が堅調に推移したほか、空調機

器用部材が売上を伸ばしたため前年同期の実績を上回りました。設備機器も前年同期の実

績を上回りました。これらの結果、売上高は前年同期比15.3％増の56億３千２百万円、営

業利益は前年同期比19.1％増の４億３千１百万円となりました。

〔車両関係事業〕

新車販売は、株式会社ＳＵＢＡＲＵの新型車発売の端境期であったこと、また、完成検査

に関わる不適切事案などの影響が大きく、前年同期の実績を下回りました。新車販売台数

の減少に伴い下取車が減少し、中古車販売も前年同期の実績を下回りました。一方、サー

ビス部門は定期点検の入庫台数確保に努めたことにより堅調に推移し、輸入車販売も堅調

に推移しました。これらの結果、売上高は前年同期比4.0％減の191億９千８百万円、営業

利益は前年同期比42.8％減の２億８千２百万円となりました。

〔不動産等賃貸事業〕

売上高は、前年同期比0.5％増の１億１千７百万円、営業利益は前年同期比135.9％増の

３千９百万円となりました。
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⑵　設備投資及び資金調達等の状況

当連結会計年度に実施した設備投資額は12億５千万円であります。その主なものは、車両

関係事業における社用車の取得６億８千４百万円であります。

なお、これらに必要な資金は自己資金のほか、一部金融機関からの借入金により充当いた

しました。

⑶　直前３事業年度の財産及び損益の状況の推移

①企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第114期

2016年３月期
第115期

2017年３月期
第116期

2018年３月期

(当連結会計年度)
第117期

2019年３月期

売 上 高(百万円) 27,379 29,026 32,921 33,439

経 常 利 益(百万円) 318 689 865 624

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 264 410 978 380

１株当たり当期純利益(円) 40.91 63.83 152.12 59.09

総 資 産(百万円) 18,994 20,221 23,090 23,562

純 資 産(百万円) 12,740 13,130 14,190 14,192

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 1,981.16 2,041.86 2,183.70 2,206.95

②当社の財産及び損益の状況

区 分
第114期

2016年３月期
第115期

2017年３月期
第116期

2018年３月期

（当事業年度）
第117期

2019年３月期

売 上 高(百万円) 9,841 10,036 10,926 11,605

経 常 利 益(百万円) 82 158 414 208

当 期 純 利 益(百万円) 126 177 568 159

１株当たり当期純利益(円) 19.55 27.52 88.39 24.75

総 資 産(百万円) 11,892 12,455 13,752 13,379

純 資 産(百万円) 9,151 9,288 9,804 9,758

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 1,423.03 1,444.32 1,524.56 1,517.39

(注)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等

を当連結会計年度及び当事業年度の期首から適用しており、前連結会計年度及び前事業年度の

総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。
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⑷　対処すべき課題

当社グループでは、「顧客対応力の充実を図る」をキーワードに、「人づくり」「仕組み

づくり」「ものづくり」の観点から、各事業において施策を推進しております。また、

ＩＴの活用を軸とした生産性の向上、並びに人材の確保にも重要な経営課題として各事業

で取り組んでまいります。

①産業機械事業では、本年７月に東日本と西日本に分かれていた販売子会社を合併し、販

売強化とサービス体制の拡充を図ってまいります。また、引き続き品質の向上に注力す

るとともに、ＩＴを活用した情報の見える化による生産効率向上に取り組んでまいりま

す。

②冷間鍛造事業では、引き続き積極的な営業活動を推進して受注獲得に努めてまいります。

また、作業環境の改善を行いつつ、ＩＴの導入や段取時間短縮、自動化の推進などによ

る生産性向上、並びに製品の高精度化による競争力向上に努めてまいります。

③電機機器事業では、顧客開拓のため商圏の拡大を推進するとともにシステム案件の受注

に注力してまいります。また、新商材の開拓や設備機器関連での工事領域拡大に取り組

むとともに、ＩＴの導入などによるバックオフィスの充実にも努めてまいります。

④車両関係事業では、お客さまとのつながり強化のために様々な活動を実施しており、徐々

に成果につながっております。これからもお客さまにご満足いただけるサービスの提供

を継続してまいります。また、店舗のリニューアル等、事業体制の整備にも取り組んで

まいります。

⑸　主要な事業内容（2019年３月31日現在）

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

産 業 機 械 事 業 包装機械等の製造販売

冷 間 鍛 造 事 業 冷間鍛造製品の製造販売

電 機 機 器 事 業
ＦＡ機器・空調機器・冷凍機器等電機機器の販売及び
空調設備設置工事

車 両 関 係 事 業 車両及びその関連商品の販売修理

不 動 産 等 賃 貸 事 業 駐車場経営及び貸自動車事業等
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⑹　主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）

①当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 静 岡 市 清 水 区 清 水 工 場 静 岡 市 清 水 区

本 社 別 館 静 岡 市 清 水 区 三 島 工 場 三 島 市

富 士 川 工 場 富 士 市 沼 津 営 業 所 沼 津 市

浜 松 営 業 所 浜 松 市 中 区 名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 中 区

東 京 営 業 所 東京都千代田区

②子会社

会 社 名 所 在 地

日 本 機 械 商 事 株 式 会 社 東京都千代田区

日 本 機 械 商 事 株 式 会 社 大阪府大阪市中央区

静岡スバル自動車株式会社 静岡市清水区 他 県内19拠点

株式会社エコノス・ジャパン 菊川市

静 岡 自 動 車 株 式 会 社 静岡市葵区

静 岡 ブ イ オ ー ト 株 式 会 社 静岡市駿河区

株 式 会 社 Ｐ Ｕ Ｒ Ｅ Ｓ Ｔ 静岡市駿河区 他 県内３拠点

⑺　使用人の状況（2019年３月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数(名) 前期比増減(名)

750（94） ＋14（＋10）

(注)使用人数は、当社グループ外から当社グループ内への出向受入者等を含み、当社グループ内から

当社グループ外への出向者等を除いた就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人

材派遣会社からの派遣社員含む）は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数(名) 前期比増減(名) 平 均 年 齢 平均勤続年数

360（33） ＋６（±０） 40歳３か月 16年10か月
 

(注)使用人数は就業人員数（契約社員16名を含み、当社から社外への出向者16名を除く）であり、

臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員含む）は、（　）内に年間の平

均人員を外数で記載しております。
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⑻　重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

日本機械商事株式会社
（本社：東京都千代田区）

50,000千円 100.00％ 包装機械の販売

日本機械商事株式会社
(本社：大阪府大阪市中央区)

50,000 100.00 包装機械の販売

静岡スバル自動車株式会社 50,000 100.00 自動車の販売修理

株式会社エコノス・ジャパン 30,000 100.00 殺菌装置、食品加工機械等の製造販売

静 岡 自 動 車 株 式 会 社 16,000 100.00 駐車場業・レンタカー業

静岡ブイオート株式会社 20,000 100.00 輸入自動車の販売修理

株式会社ＰＵＲＥＳＴ 5,000 100.00 輸入自動車の販売修理
 

(注)１　2018年７月25日及び2019年３月25日に日本機械商事株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）

の株式を追加取得し、同社を完全子会社といたしました。なお、詳細については、「連結

注記表　８　企業結合等関係」に記載のとおりであります。
 

２　静岡ブイオート株式会社及び株式会社ＰＵＲＥＳＴは、静岡スバル自動車株式会社の100％

子会社であります。

⑼　主要な借入先及び借入額（2019年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 静 岡 銀 行 747,486千円

株 式 会 社 清 水 銀 行 577,500千円

静 清 信 用 金 庫 142,507千円
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２　会社の株式に関する事項（2019年３月31日現在）

⑴　発行可能株式総数 19,200,000株

⑵　発行済株式総数 6,430,819株（自己株式52,504株を除く）

⑶　当事業年度末の株主数 774名

⑷　上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

鈴与ホールディングス株式会社 1,832,260株 28.49％

鈴 木 惠 子 645,870 10.04

有 限 会 社 テ イ エ ム ケ イ 617,600 9.60

鈴 木 美 代 340,500 5.29

株 式 会 社 静 岡 銀 行 311,500 4.84

株 式 会 社 清 水 銀 行 309,290 4.81

清 水 食 品 株 式 会 社 204,000 3.17

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 135,100 2.10

靜 甲 従 業 員 持 株 会 111,800 1.74

鈴 与 自 動 車 運 送 株 式 会 社 104,000 1.62

(注)持株比率は自己株式（52,504株）を控除して計算しております。
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３　会社役員に関する事項

⑴　取締役及び監査役の氏名等（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役
取締役社長

鈴 木 惠 子
日本機械商事株式会社（本社：東京都千代田区）
代表取締役会長

代表取締役
専務取締役

鈴 木 武 夫

取 締 役 大 石 　 透 ＩＴ推進室長（委嘱）

取 締 役 鈴 木 康 之 富士川工場長（委嘱）

取 締 役 鈴 木 孝 明
包装機械事業本部長（委嘱）
日本機械商事株式会社（本社：東京都千代田区）
代表取締役社長

取 締 役 後 藤 隆 之 包装機械事業本部　三島工場長（委嘱）

取 締 役 鈴 木 浩 之
日本機械商事株式会社（本社：東京都千代田区）
代表取締役　専務取締役

取 締 役 伏 見 民 生
株式会社エコノス・ジャパン
代表取締役社長

取 締 役 山 田 博 久
ときわ監査法人　代表社員
公認会計士山田博久事務所　所長

取 締 役 石 田 進 一
静岡スバル自動車株式会社
代表取締役　取締役社長

常勤監査役 中 村 元 保

監 査 役 小 林 和 仁

監 査 役 戸 塚 伸 久
戸塚伸久税理士事務所　所長
株式会社共同会計センター　代表取締役

監 査 役 大 津 善 敬

(注)１　取締役山田博久氏は社外取締役であります。

２　取締役山田博久氏は東京証券取引所規則に定める独立役員として同取引所に届け出ており

ます。

３　監査役小林和仁氏、戸塚伸久氏、大津善敬氏は、社外監査役であります。

４　監査役戸塚伸久氏は東京証券取引所規則に定める独立役員として同取引所に届け出ており

ます。

５　監査役戸塚伸久氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
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６　当社と取締役鈴木孝明氏、鈴木浩之氏、伏見民生氏、山田博久氏、石田進一氏及び各監査

役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める

最低責任限度額としております。

７　当事業年度末日後の取締役の担当の異動は次のとおりであります。

　　（2019年４月１日付）

新 旧 氏 名

包装機械事業本部長（委嘱） ＩＴ推進室長（委嘱） 大 石 　 透

包装機械事業特命事項担当 包装機械事業本部長（委嘱） 鈴 木 孝 明

包装機械事業特命事項担当 包装機械事業本部三島工場長（委嘱） 後 藤 隆 之

⑵　取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取　締　役 10名 136,060千円

監　査　役 4名 23,680千円

合　　　計
（うち社外役員）

14名
（4名）

159,740千円
（12,040千円）

 
(注)１　取締役の報酬限度額は、1990年６月18日開催の第88回定時株主総会において年額150,000千

円以内（使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まない）と決議いただいております。 
２　監査役の報酬限度額は、1990年６月18日開催の第88回定時株主総会において年額30,000千

円以内と決議いただいております。
 

３　報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労金の支払いに対する引当金繰入額（取締
役７名に対し10,750千円、監査役４名に対し1,750千円（うち社外役員４名に対し1,000千
円））が含まれております。
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⑶　社外役員に関する事項

①取締役　山田　博久

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

ときわ監査法人　代表社員

公認会計士山田博久事務所　所長

当社とときわ監査法人及び公認会計士山田博久事務所との間には、特別な利害

関係はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

ⅲ　主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

当事業年度に開催された取締役会13回のうち全てに出席し、経営の重要事項の

決定及び業務執行の監督等を適切に遂行する他、公認会計士及び税理士として

必要に応じて専門的な見地からの提言を行っております。

②監査役　小林　和仁

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

ⅲ　主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

当事業年度に開催された取締役会13回のうち全て及び監査役会13回のうち全て

に出席し、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確保するために社外の立

場から適宜質問、助言を行う他、金融機関における役員の経験をふまえ、必要

に応じて専門的な見地からの提言を行っております。
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③監査役　戸塚　伸久

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

戸塚伸久税理士事務所　所長

株式会社共同会計センター　代表取締役

当社と戸塚伸久税理士事務所及び株式会社共同会計センターとの間には、特別

な利害関係はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

ⅲ　主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

当事業年度に開催された取締役会13回中12回及び監査役会13回中12回に出席し、

取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確保するために社外の立場から適宜

質問、助言を行う他、税理士として必要に応じて専門的な見地からの提言を行

っております。

④監査役　大津　善敬

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

ⅲ　主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

当事業年度に開催された取締役会13回のうち全て及び監査役会13回のうち全て

に出席し、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確保するために社外の立

場から適宜質問、助言を行う他、金融機関における役員の経験をふまえ、必要

に応じて専門的な見地からの提言を行っております。
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４　会計監査人に関する事項

⑴　会計監査人の名称

芙蓉監査法人

⑵　会計監査人に対する報酬等の額

内 容 金 額

当事業年度に係る報酬等の額 22,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

22,800千円

(注)１　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
 

２　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

ふまえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根

拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同

意を行っております。

⑶　会計監査人が行った非監査業務

該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定い

たします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
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５　業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び第３項に

定める「株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」について、下記の

とおり「内部統制システムの整備に関する基本方針」を定めております。

⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①コンプライアンス体制の基礎として、「経営理念」及び「靜甲ＷＡＹ」を定める。　

また、取締役社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、コンプライアンス体制の

整備及び維持を図るとともに、必要に応じて各部署にて、規則・ガイドラインの策定、

教育の実施を行う。

②取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実

を発見した場合には、直ちに取締役社長及び監査役に報告し、遅滞なく取締役会及び

経営会議において報告する。

③監査役は、取締役会及び経営会議に出席し、取締役の職務執行を監視する。また、

当社のコンプライアンス体制に問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、

改善策の策定を求めることができる。

④監査室は、内部監査を通して各部署におけるコンプライアンスの状況を確認する。

⑤内部通報制度を整備し、通報者が不利益な扱いを受けないようにするとともに、不正

行為等の早期発見と是正に努める。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る重要な情報については、取締役会規則、経営会議規則、稟議規

則、文書管理規程等に基づき適切に保存及び管理を行う。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①取締役会、経営会議及び内部統制委員会において経営全般のリスク管理を行い、各部

門での所管業務に付随するリスク管理は部門長が行うものとする。取締役及び部門長

は、重大な損失の発生を認識もしくは予見したときには、すみやかに取締役会に報告

するものとする。

②不測の事態が発生した場合には、リスク管理規程、緊急事態対策規程等に従って迅速

な対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整える。
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⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、

取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、

当社の経営方針及び事業計画等の重要事項については事前に取締役社長及び常勤取締

役によって構成される経営会議において議論を行い、その審議を経て取締役会におい

て決定を行う。

②事業部門及び管理部門に対する監督機能強化のため、必要に応じて取締役の担当職務

を定める。

③部門長は、事業推進会議で事業計画に基づいた事業推進の状況を報告し、取締役社長

及び常勤取締役はそれに基づき業務執行に関する指揮監督を行う。

④経営の組織的・効率的推進を目的として、職務権限規則及び組織管理規則を制定し、

業務執行に関する権限と責任を明確に定める。

⑸　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①当社及びグループ会社における業務の適正を確保するため、相互に密接な連携をとり

ながら「経営理念」及び「靜甲ＷＡＹ」を共有し、各社の独立性を尊重しつつ、それ

ぞれの事業特性に応じたコンプライアンス体制の整備及び維持を図る。

②当社の役員及び従業員が子会社の取締役又は監査役に就任することにより、当社が子

会社の業務の適正を監視できる体制とする。

③グループ会社の業務執行に関する効率性の確保及び指揮監督のため、関係会社事業計

画ヒアリングにより事業計画の審査を行うとともに、グループ会社には月次経営実績

の報告を義務付け、四半期ごとにレビューを行う。また、グループ会社管理規則を定

め、重要事項の報告及び決定に際しての事前協議をグループ会社に義務付ける。

④内部統制委員会において、グループ全体のコンプライアンス及びリスクに関する情報

共有及び管理を行う。

⑤当社の監査役は、必要に応じてグループ会社の取締役に対して経営の概況を報告する

よう求め、必要な場合には調査を行う。また、当社監査室は定期的にグループ会社の

内部監査を行う。

⑥財務報告の適正性確保のため、当社及びグループ会社の取締役は、全ての従業員に対

し、あらゆる機会を通じて信頼性のある財務報告の重要性を説き、その作成過程で虚

偽記載及び誤謬等を生じさせない体制を確保する。また、経理規則をはじめとする社

内諸規則を整備し、適切な役割分担を定め職務を明確にし、それを定期的に確認する

ことで統制活動の継続性を図る。

－ 15 －



⑹　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性及び

当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役からその職務の補助を求められた場合には、監査室員がそれに対応する。監査役

は監査室員の人事異動及び懲戒処分について、事前に報告を受け、必要な場合は意見を

述べることができる。

⑺　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

①監査役は、取締役会、経営会議、内部統制委員会等の重要な会議に出席して随時報告

を求めることができる。また、重要な議事録及び稟議書等の閲覧を行うことができる。

②当社の取締役及び従業員は次の事項を監査役に報告する。

ⅰ　会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実

ⅱ　当社及びグループ会社の内部監査の結果

ⅲ　グループ会社に関する月次経営実績報告等の重要事項

ⅳ　その他重要な法令違反及びコンプライアンスに関する事実

③当社の内部通報制度において監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由とし

て不利益な扱いを受けないよう、内部通報規程により報告者の保護を規定する。

⑻　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①当社及びグループ会社の役員及び従業員は、監査役から業務執行に関する報告及び資

料の提出を求められたときには迅速に対応しなければならない。

②監査役がその職務の遂行について生じる費用の支出を求めたときには、監査役の職務

遂行に必要でないと認められる場合を除き、その費用を負担する。

⑼　反社会的勢力の排除に向けた体制

①反社会的勢力とは取引関係その他一切の関係を持たないことを基本方針とし、不当要

求に対しては組織全体として断固として拒否する。

②警察署や顧問弁護士等の外部専門機関と緊密な連携をとりながら、反社会的勢力排除

のための体制を整える。

　＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞

当社は、業務の適正を確保するために、取締役会で決議された「内部統制システムの整

備に関する基本方針」に基づき、当社及び子会社の内部統制システムの整備運用を行っ

ております。また、四半期ごとに当社及び子会社の委員で構成される内部統制委員会を

定期的に開催して、グループ全体のコンプライアンス及びリスク管理の状況について確

認を行っております。

(注)本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

以　上
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連 結 貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部

<流 動 資 産>

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

<固 定 資 産>

(有 形 固 定 資 産)

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

(無 形 固 定 資 産)

(投 資 そ の 他 の 資 産)

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

<12,104,456>

4,979,715

3,583,848

508,556

1,571,134

1,068,438

22,550

388,714

△18,501

<11,458,517>

(8,484,221)

3,596,712

1,310,426

3,358,323

68,913

149,845

(169,203)

(2,805,092)

2,353,419

105,899

351,022

△5,250

<流 動 負 債> <7,455,740>

支払手形及び買掛金 3,418,166

短 期 借 入 金 995,830

未 払 法 人 税 等 115,153

前 受 金 1,398,855

賞 与 引 当 金 464,428

製 品 保 証 引 当 金 43,702

資 産 除 去 債 務 8,000

そ の 他 1,011,603

<固 定 負 債> <1,914,718>

長 期 借 入 金 922,511

繰 延 税 金 負 債 279,251

役員退職慰労引当金 256,706

退職給付に係る負債 116,001

資 産 除 去 債 務 110,906

そ の 他 229,341

《負 債 合 計》 《9,370,458》

<株 主 資 本> <13,237,581>

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 3,151,285

利 益 剰 余 金 10,014,927

自 己 株 式 △28,631

<その他の包括利益累計額> <954,933>

その他有価証券評価差額金 954,933

《純 資 産 合 計》 《14,192,514》

資 産 合 計 23,562,973 負債及び純資産合計 23,562,973
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

売 上 高 33,439,348

売 上 原 価 27,063,002

売 上 総 利 益 6,376,345

販売費及び一般管理費 5,812,004

営 業 利 益 564,340

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,379

受 取 配 当 金 64,067

仕 入 割 引 10,990

受 取 賃 貸 料 18,954

そ の 他 36,246 131,638

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,210

売 上 割 引 40,483

和 解 金 13,456

そ の 他 5,873 71,024

経 常 利 益 624,954

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,020

投 資 有 価 証 券 売 却 益 14,607

受 取 保 険 金 16,487 32,114

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 17

固 定 資 産 除 却 損 13,113

投 資 有 価 証 券 評 価 損 540

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 4,056

減 損 損 失 37,066

災 害 に よ る 損 失 11,726 66,520

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 590,548

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 195,793

法 人 税 等 調 整 額 6,867 202,661

当 期 純 利 益 387,887

非支配株主に帰属する当期純利益 7,874

親会社株主に帰属する当期純利益 380,013
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連結株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

2018年４月１日残高 100,000 3,071,637 9,737,805 △28,667 12,880,776

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △102,892 △102,892

親会社株主に帰属する当期純利益 380,013 380,013

自己株式の処分 7 35 43

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

79,640 79,640

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額（純額）

－

連結会計年度中の変動額合計 － 79,648 277,121 35 356,804

2019年３月31日残高 100,000 3,151,285 10,014,927 △28,631 13,237,581

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

2018年４月１日残高 1,162,072 1,162,072 147,805 14,190,654

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △102,892

親会社株主に帰属する当期純利益 380,013

自己株式の処分 43

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

79,640

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額（純額）

△207,138 △207,138 △147,805 △354,944

連結会計年度中の変動額合計 △207,138 △207,138 △147,805 1,860

2019年３月31日残高 954,933 954,933 － 14,192,514
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連結注記表
１　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数　　　７社
連結子会社の名称
日本機械商事株式会社（本社：東京都千代田区）
日本機械商事株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）
静岡スバル自動車株式会社
株式会社エコノス・ジャパン
静岡自動車株式会社
静岡ブイオート株式会社
株式会社ＰＵＲＥＳＴ

②非連結子会社の名称
株式会社ビルメンテ
エススタッフサービス株式会社

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社２社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純
損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び名称

該当する会社はありません。
②持分法を適用しない非連結子会社の名称

株式会社ビルメンテ
エススタッフサービス株式会社

（持分法を適用しない理由）
持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等に
及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から
除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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⑷　会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ　有価証券

その他有価証券
Ａ　時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

Ｂ　時価のないもの

移動平均法による原価法

ⅱ　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

Ａ　商品

ａ　車両関係事業

個別法

ｂ　その他

移動平均法

Ｂ　製品・仕掛品

ａ　産業機械事業・車両関係事業

個別法

ただし、自社製作の共通部品については、先入先出法

ｂ　冷間鍛造事業

総平均法

Ｃ　原材料

移動平均法

Ｄ　未成工事支出金

個別法

Ｅ　貯蔵品

最終仕入原価法

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

ⅰ　有形固定資産

定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　　　２～15年
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ⅱ　無形固定資産

定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

③重要な引当金の計上基準

ⅰ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を基に今

後の回収可能性を勘案した率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ⅱ　賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上

しております。

ⅲ　役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上す

ることとしております。

なお、当連結会計年度に計上すべき金額はありません。

ⅳ　製品保証引当金

当社製品の無償保証期間に発生する無償修理費に備えるため、過去の実績に基づ

く発生見込額を計上しております。

ⅴ　製品補償引当金

当社製品の瑕疵担保責任に基づく製品補償損失に備えるため、発生見込額を計上

することとしております。

なお、当連結会計年度に計上すべき金額はありません。

ⅵ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を

計上しております。

④その他連結計算書類作成のための重要な事項

ⅰ　重要な収益及び費用の計上基準

売上高及び原価の計上基準

製品（包装機械の一部）及び重要な請負工事については、当連結会計年度末まで

の進捗部分についての成果の確実性が認められる場合において、工事進行基準（進

捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。また、その他の場合について

は、工事完成基準を適用しております。
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ⅱ　退職給付に係る負債

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。なお、当社及び連結子会社は、退職給付に係る負

債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ⅲ　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２　表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」は、

負債及び純資産の総額の100分の５を超えたため、当連結会計年度より独立掲記しており

ます。

なお、前連結会計年度の「前受金」は877,528千円であります。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16

日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区

分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３　連結貸借対照表に関する注記

⑴　担保資産及び担保付債務

①担保に供している資産 建物及び構築物 76,111千円

土地 41,720千円

合　計 117,832千円

②上記担保に供している資産に対応する債務

支払手形及び買掛金 160,000千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 8,382,527千円

⑶　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権

連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当連結会計年度

末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。当連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権の金額は、次のとおりであります。

受取手形 62,138千円

電子記録債権 14,317千円
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４　連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株　　式　　数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株　 式 　数(株)

発 行 済 株 式
普 通 株 式

6,483,323 － － 6,483,323

合 計 6,483,323 － － 6,483,323

自 己 株 式
普 通 株 式

52,569 － 65 52,504

合 計 52,569 － 65 52,504

(注)普通株式の自己株式数の減少65株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

⑵　配当に関する事項

①配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

1株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2018年６月27日
第116回定時株主総会

普通株式 51,446 8 2018年３月31日 2018年６月28日

2018年10月26日
取締役会

普通株式 51,446 8 2018年９月30日 2018年11月30日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

配当の原資
1株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2019年６月26日
第117回定時株主総会

普通株式 51,446 利益剰余金 8 2019年３月31日 2019年６月27日
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５　金融商品に関する注記

⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関から

の借入により資金を調達しております。

デリバティブ取引は、行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金及び電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与

信管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う等リスク低減を図って

おります。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については毎月末ごとに時価の

把握を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

借入金は主に設備投資に係る資金調達を目的とした長期の借入であり、固定金利で借

入を実施しております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま

せん。（(注)２参照）
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額(※) 時　　　価(※) 差 額

①現金及び預金 4,979,715 4,979,715 ―

②受取手形及び売掛金 3,583,848

③電子記録債権 508,556

貸倒引当金 △18,501

4,073,902 4,073,902 ―

④投資有価証券

その他有価証券 2,206,964 2,206,964 ―

⑤支払手形及び買掛金 （3,418,166） （3,418,166） ―

⑥短期借入金 （995,830） （1,001,775） 5,945

⑦長期借入金 （922,511） （919,906） △2,604

(※)負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。
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(注)１　金融商品の時価の算定方法

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

④投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

⑥短期借入金、⑦長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割引いて算定する方法によっております。

２　非上場株式（連結貸借対照表計上額146,455千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「④投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

６　賃貸等不動産に関する注記

⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、静岡市葵区等において、賃貸用の立体駐車場（土地

を含む）などの賃貸等不動産を有しております。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時 価

510,559 736,000
 

(注)１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。
 

２　期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

ただし、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考え

られる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整し

た金額によっております。
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７　減損損失に関する注記

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

事業の種類 用　途 種 類 場　　　　　　　所

車両関係事業 営業所 建物及び構築物 カースポット浜松（静岡県浜松市）

産業機械事業 福利厚生施設 建物及び土地 静岡県浜松市　他

当社グループは、各社の事業の種類別に資産のグルーピングを行っております。

なお、営業拠点を最小単位として、遊休資産については個別の資産ごとに、それぞれ資

産のグルーピングを行っております。

当連結会計年度は、車両関係事業において、拠点の移転及び統廃合の実施を意思決定し

た建物及び構築物について、帳簿価額を備忘価額まで減額するとともに、産業機械事業

において、売却の意思決定をした従業員福利厚生施設の建物及び土地について、帳簿価

額を売却見込額まで減額し、当該減少額を減損損失（37,066千円）として特別損失に計

上しております。

その内訳は、建物及び構築物36,722千円、土地343千円であります。

８　企業結合等関係

（共通支配下の取引等）

会社分割

当社の連結子会社である静岡スバル自動車株式会社は、2018年２月16日開催の取締役会

において、同社の営むポルシェ事業を会社分割により当社の連結子会社である株式会社

ＰＵＲＥＳＴに承継させることを決議し、同決議に基づいて2018年４月１日付で株式会

社ＰＵＲＥＳＴがポルシェ事業を承継いたしました。

⑴　取引の概要

①対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　静岡スバル自動車株式会社が営むポルシェ事業

事業の内容　自動車の販売及び整備

②企業結合日

2018年４月１日

③企業結合の法的形式

静岡スバル自動車株式会社（当社連結子会社）を分割会社、株式会社ＰＵＲＥＳＴ（当

社連結子会社）を承継会社とする吸収分割
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④結合後企業の名称

株式会社ＰＵＲＥＳＴ（当社連結子会社）

⑤その他取引の概要に関する事項

ポルシェ事業を独立させることにより、専業によるブランド戦略の強化、及び経営の

意思決定の迅速化により、ポルシェブランドの価値向上とお客様への一層のサービス

向上を目的としております。

⑵　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

子会社株式の追加取得

当社は2018年７月20日及び2019年３月20日開催の取締役会において連結子会社である日

本機械商事株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）の株式を追加取得することを決議し、

2018年７月25日及び2019年３月25日に同社株式を取得いたしました。

⑴　取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　日本機械商事株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）（当社連

結子会社）

事業の内容　　　　　産業機械事業における各種包装機械並びに包装機械プラントの

販売

②企業結合日

2018年７月25日及び2019年３月25日

③企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

④結合後企業の名称

変更はありません。

⑤その他取引の概要に関する事項

当社グループを取り巻く経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し、当社グループ内に

おける一層の連携を図ることを目的としております。当該取引により日本機械商事株

式会社（本社：大阪府大阪市中央区）を当社の完全子会社といたしました。
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⑵　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引と

して処理しております。

⑶　子会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価

現金 76,900千円

取得原価 76,900千円

⑷　非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

①資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

②非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

79,640千円

９　１株当たり情報に関する注記

⑴　１株当たり純資産額 2,206円95銭

⑵　１株当たり当期純利益 59円09銭
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10　重要な後発事象に関する注記

連結子会社の合併

当社は、2019年５月14日付開催の取締役会において、連結子会社である日本機械商事株

式会社（本社：東京都千代田区）と日本機械商事株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）

について、日本機械商事株式会社（本社：東京都千代田区）を存続会社、日本機械商事

株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議い

たしました。

⑴　取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

（吸収合併存続会社）

名称　　　　日本機械商事株式会社（本社：東京都千代田区）

事業の内容　産業機械事業における各種包装機械並びに包装機械プラントの販売

（吸収合併消滅会社）

名称　　　　日本機械商事株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）

事業の内容　産業機械事業における各種包装機械並びに包装機械プラントの販売

②企業結合日

2019年７月１日

③企業結合の法的形式

日本機械商事株式会社（本社：東京都千代田区）を存続会社、日本機械商事株式会社

（本社：大阪府大阪市中央区）を消滅会社とする吸収合併

④その他の取引の概要に関する事項

販売体制の充実と管理・人事体制及び業務内容の見直しにより、さらなる体制強化を

図るとともに、お客さまへ、より高品質なサービスを提供することを目的としており

ます。

⑵　実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理をする予定であ

ります。
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貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部

<流 動 資 産>

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

<固 定 資 産>

〔有 形 固 定 資 産〕

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

〔無 形 固 定 資 産〕

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

そ の 他

〔投 資 そ の 他 の 資 産〕

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

<6,096,288>

1,937,559

816,650

1,951,438

223,114

1,025,298

15,570

26,759

102,125

△2,227

<7,283,122>

〔2,752,135〕

1,081,983

104,602

447,866

44,023

63,622

1,004,498

5,538

〔152,729〕

129,010

23,718

0

〔4,378,257〕

1,725,792

2,461,626

40,000

150,869

△32

<流 動 負 債> <2,688,723>

支 払 手 形 411,401

買 掛 金 678,117

短 期 借 入 金 218,330

未 払 金 267,314

未 払 費 用 86,614

未 払 法 人 税 等 31,769

未 払 消 費 税 等 116,092

前 受 金 581,228

預 り 金 14,810

賞 与 引 当 金 239,342

製 品 保 証 引 当 金 43,702

<固 定 負 債> <932,637>

長 期 借 入 金 282,511

繰 延 税 金 負 債 289,501

退 職 給 付 引 当 金 14,981

役員退職慰労引当金 119,062

資 産 除 去 債 務 33,085

そ の 他 193,495

《負 債 合 計》 《3,621,360》

<株 主 資 本> <9,039,780>

〔資 本 金〕 〔100,000〕

〔資 本 剰 余 金〕 〔3,070,584〕

資 本 準 備 金 1,833,576

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,237,007

〔利 益 剰 余 金〕 〔5,897,828〕

(利 益 準 備 金) (211,715)

(そ の 他 利 益 剰 余 金) (5,686,113)

買換資産圧縮積立金 193,573

別 途 積 立 金 4,316,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,176,540

〔自 己 株 式〕 〔△28,631〕

<評 価 ・ 換 算 差 額 等> <718,269>

その他有価証券評価差額金 718,269

《純 資 産 合 計》 《9,758,050》

資 産 合 計 13,379,411 負債及び純資産合計 13,379,411
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損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

売 上 高 11,605,763

売 上 原 価 9,668,135

売 上 総 利 益 1,937,628

販売費及び一般管理費 1,830,314

営 業 利 益 107,314

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,734

受 取 配 当 金 113,805

そ の 他 の 営 業 外 収 益 39,367 154,907

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,858

和 解 金 13,456

そ の 他 の 営 業 外 費 用 37,589 53,904

経 常 利 益 208,317

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 279

投 資 有 価 証 券 売 却 益 188

受 取 保 険 金 14,980 15,448

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 59

固 定 資 産 除 却 損 11,769

投 資 有 価 証 券 評 価 損 540

災 害 に よ る 損 失 10,823 23,191

税 引 前 当 期 純 利 益 200,574

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 53,447

法 人 税 等 調 整 額 △12,027 41,420

当 期 純 利 益 159,154
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株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

買 換 資 産
圧 縮積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

2018年４月１日残高 100,000 1,833,576 1,237,000 3,070,576 211,715 198,376 4,316,000 1,115,474 5,841,566

事業年度中の変動額

買換資産圧縮積立金の取崩 △4,803 4,803 －

剰余金の配当 △102,892 △102,892

当期純利益 159,154 159,154

自己株式の処分 7 7 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－

事業年度中の変動額合計 － － 7 7 － △4,803 － 61,065 56,262

2019年３月31日残高 100,000 1,833,576 1,237,007 3,070,584 211,715 193,573 4,316,000 1,176,540 5,897,828

株主資本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計自己株式

株 主
資 本
合 計

そ の 他
有 価 証
券 評 価
差 額 金

評価・換算
差 額 等
合 計

2018年４月１日残高 △28,667 8,983,475 820,650 820,650 9,804,125

事業年度中の変動額

買換資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △102,892 △102,892

当期純利益 159,154 159,154

自己株式の処分 35 43 43

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△102,380 △102,380 △102,380

事業年度中の変動額合計 35 56,305 △102,380 △102,380 △46,075

2019年３月31日残高 △28,631 9,039,780 718,269 718,269 9,758,050
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個別注記表

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

ⅰ　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

ⅱ　その他有価証券

　Ａ　時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　Ｂ　時価のないもの

　移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

ⅰ　商品

　　移動平均法

ⅱ　包装機械　製品・仕掛品

　　個別法

　　ただし、自社製作の共通部品については、先入先出法

ⅲ　冷間鍛造　製品・仕掛品

　　総平均法

ⅳ　原材料

　　移動平均法

ⅴ　未成工事支出金

　　個別法

ⅵ　貯蔵品

　　最終仕入原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　３～50年

機械及び装置　　２～15年
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②無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法

③長期前払費用

均等償却

⑶　引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を基に今後の

回収可能性を勘案した率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しており

ます。

③役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上することと

しております。

なお、当事業年度に計上すべき金額はありません。

④製品保証引当金

当社製品の無償保証期間に発生する無償修理費に備えるため、過去の実績に基づく発

生見込額を計上しております。

⑤製品補償引当金

当社製品の瑕疵担保責任に基づく製品補償損失に備えるため、発生見込額を計上する

こととしております。

なお、当事業年度に計上すべき金額はありません。

⑥退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑦役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上して

おります。

⑷　収益及び費用の計上基準

売上高及び原価の計上基準

製品（包装機械の一部）及び重要な請負工事については、当事業年度末までの進捗部

分についての成果の確実性が認められる場合において、工事進行基準（進捗率の見積

りは原価比例法）を適用しております。また、その他の場合については、工事完成基

準を適用しております。
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⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２　表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16

日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に

表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３　貸借対照表に関する注記

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 4,845,858千円

⑵　保証債務

以下の関係会社の仕入及び経費等に係る債務に対して債務保証を行っております。

株式会社ＰＵＲＥＳＴ 43,020千円

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 698,438千円

短期金銭債務 16,937千円

⑷　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、当事業年度の末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。期末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。

受取手形 60,068千円

４　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 3,664,886千円

仕入高 71,430千円

販売費及び一般管理費 42,960千円

営業取引以外の取引高 154,774千円
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５　株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数

当事業年度期首
株　式　数(株)

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当 事 業 年 度 末
株　式　数(株)

自 己 株 式
普 通 株 式

52,569 － 65 52,504

合 計 52,569 － 65 52,504

　　(注)普通株式の自己株式数の減少65株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

６　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 93,843千円

退職給付引当金 5,078千円

役員退職慰労引当金 40,362千円

製品保証引当金 14,815千円

長期未払金 34,571千円

たな卸資産評価損否認額 31,664千円

減損損失 129,737千円

投資有価証券評価損 21,226千円

資産除去債務 11,215千円

その他 42,711千円

繰延税金資産 小計 425,227千円

評価性引当額 △227,797千円

繰延税金資産 合計 197,429千円

（繰延税金負債）

買換資産圧縮積立金 △99,275千円

その他有価証券評価差額金 △381,090千円

その他 △6,564千円

繰延税金負債 合計 △486,931千円

繰延税金負債の純額 △289,501千円
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７　関連当事者との取引に関する注記

関連会社等

種 類 会社等の名称 所在地
資本金
（千円）

事業の内容
議決権の
所有(被所
有 ) 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の
内　容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社

日 本 機 械
商 事 ㈱

東京都
千代田区

50,000
各種包装機械
並びに包装機械
プラントの販売

所有
直接100%

包装機械等
の販売
役員の兼任

包装機械等
の販売

1,974,038
売掛金
前受金

551,857
276,969

日 本 機 械
商 事 ㈱

大阪府
大阪市
中央区

50,000
各種包装機械
並びに包装機械
プラントの販売

所有
直接100%

包装機械等
の販売
役員の兼任

包装機械等
の販売

1,607,502
売掛金
前受金

141,765
294,225

取引条件及び取引条件の決定方針等
 

(注)１　包装機械等の販売については取引の都度価格交渉のうえ、市場の実勢価格を

みて価格を決定しております。

　　２　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には

消費税等が含まれております。

８　１株当たり情報に関する注記

⑴　１株当たり純資産額 1,517円39銭

⑵　１株当たり当期純利益 24円75銭

９　重要な後発事象に関する注記

連結子会社の合併

当社は、2019年５月14日付開催の取締役会において、連結子会社である日本機械商事株

式会社（本社：東京都千代田区）と日本機械商事株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）

について、日本機械商事株式会社（本社：東京都千代田区）を存続会社、日本機械商事

株式会社（本社：大阪府大阪市中央区）を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議い

たしました。

なお、詳細については、「連結注記表　10重要な後発事象に関する注記」に記載のとお

りであります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

靜甲　株式会社 2019年５月21日
取締役会　御中

芙 蓉 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 　 潤 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 金 田 洋 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、靜甲株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連

結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連す

る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

靜甲株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

靜甲　株式会社 2019年５月21日
取締役会　御中

芙 蓉 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 　 潤 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 金 田 洋 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、靜甲株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日ま

での第117期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに

その附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明

細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて

合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示の

リスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及

びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の

表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は2018年４月１日から2019年３月31日までの第117期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役の監査

報告に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画、職務分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

ける他、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画、職務分担等に従い、取締役、　

内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報収集、監査環境の整備に努めるとともに、取締役会、経営会議等

の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて詳細な説明を求

め、監査役として必要な意見を述べ、重要な決裁書類を閲覧し、本社及び重要な事業所を往査し、業務及び財産の状況を

調査いたしました。子会社については、月次経営実績報告書を閲覧し、子会社の取締役及び監査役と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて各社の監査役と重要な事業所を往査いたしました。

　また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社及びその子会社から

なる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の

整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役、内部

監査部門その他の使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明しました。以上の方法に基づき、当該事業年度の事業報告及びその附属明細書につき検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視・検証するとともに、会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の

方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。

２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

　事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人芙蓉監査法人の監査の方法及びその結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果

会計監査人芙蓉監査法人の監査の方法及びその結果は相当であると認めます。

2019年５月23日

靜甲株式会社　監査役会

常勤監査役 中 村 元 保 ㊞

社外監査役 小 林 和 仁 ㊞

社外監査役 戸 塚 伸 久 ㊞

社外監査役 大 津 善 敬 ㊞

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１　議決権の代理行使の勧誘者 靜 甲 株 式 会 社
取締役社長 鈴 木 惠 子

２　議案及び参考事項

第１号議案　剰余金配当の件

当社は、企業体質の一層の強化と将来の事業展開に備えるため内部留保の

充実を図り、株主の皆さまには、安定配当を継続的に行うことを基本方針

としております。当期の期末配当につきましては、業績及び今後の事業

展開などを勘案し、次のとおりといたしたいと存じます。

１　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその額

当社普通株式１株当たり金８円　　　　総額51,446,552円

なお、中間配当金として１株当たり８円をお支払いしておりますので、

当期の年間配当金は１株当たり16円となります。

２　剰余金の配当が効力を生じる日

2019年６月27日

－ 42 －



第２号議案　取締役９名選任の件

本総会終結の時をもって取締役全員（10名）が任期満了となりますので、

取締役９名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

（※は新任候補者）

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

すず

鈴
き

木
けい

惠
こ

子
（1950年２月27日生）

2000年６月　　日本機械商事㈱（本社：東京都）　監査役 645,870株

2001年６月　　当社　取締役

2002年４月　　当社　代表取締役　取締役社長（現在に至る）

2004年６月　　静岡スバル自動車㈱　取締役

2006年５月　　日本機械商事㈱（本社：東京都）　取締役会長

2006年６月　　静岡スバル自動車㈱　取締役会長

2009年５月　　日本機械商事㈱（本社：東京都）　代表取締役

　　　　　　　会長（現在に至る）

2017年６月　　日本機械商事㈱（本社：大阪府）　代表取締役

　　　　　　　　会長

2018年５月　　日本機械商事㈱（本社：大阪府）　取締役

　　　　　　　　（現在に至る）

すず

鈴
き

木
たけ

武
お

夫
（1944年３月12日生）

1967年４月　　日本輸出入銀行（現　国際協力銀行）　入行 30,000株

1974年12月　　当社　取締役

1980年11月　　当社　常務取締役

2000年２月　　デンセイ・ラムダ㈱（現　ＴＤＫラムダ㈱）

代表取締役社長

2006年６月　　静岡スバル自動車㈱　取締役

2006年６月　　当社　取締役

2011年６月　　当社　代表取締役　専務取締役　特命事項担当

2012年６月　　当社　代表取締役　専務取締役（現在に至る）

2014年５月　　静岡スバル自動車㈱　取締役会長
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（※は新任候補者）

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

おお

大
いし

石
 

　
とおる

透
（1957年８月15日生）

1980年４月　　当社　入社

2001年６月　　当社　富士川工場長

2006年４月　　当社　商事部長

2008年４月　　当社　三島工場長

2011年４月　　当社　包装機械事業部門長兼務三島工場長

2011年６月　　当社　取締役　包装機械事業担当兼務

　　　　　　　三島工場長

2012年４月　　当社　取締役　包装機械事業部門担当

2012年６月　　当社　取締役　生産部門担当

2013年４月　　当社　取締役　生産部門担当兼務富士川工場長

2014年４月　　当社　取締役　特命事項　ＩＴ所管

2015年４月　　当社　取締役　ＩＴ推進室長

2019年４月　　当社　取締役　包装機械事業本部長

　　　　　　　（現在に至る）

2,000株

　
すず

鈴
き

木
やす

康
ゆき

之
（1955年12月3日生）

1981年４月　　当社　入社

2003年４月　　当社　三島工場長兼務業務課長

2004年４月　　当社　三島工場長

2010年４月　　当社　商事事業部長兼務業務課長

2011年４月　　当社　商事事業部長

2012年４月　　当社　商事事業部長兼務電機部長

2012年６月　　当社　執行役員　商事事業部長兼務電機部長

2013年７月　　当社　執行役員　商事事業部長

2016年４月　　当社　執行役員　富士川工場長

2017年４月　　当社　執行役員　特命事項担当

　2017年６月　　当社　取締役

　2017年10月　　当社　取締役　富士川工場長兼務製造部長

　2018年４月　　当社　取締役　富士川工場長（現在に至る）

4,000株
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（※は新任候補者）

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

すず

鈴
き

木
ひろ

浩
ゆき

之
（1975年８月30日生）

2004年５月　　日本機械商事㈱（本社：東京都）　取締役

2012年６月　　当社　取締役（現在に至る）

2016年５月　　静岡スバル自動車㈱　取締役会長

2017年３月　　同社　代表取締役　取締役会長

2018年５月　　日本機械商事㈱（本社：東京都）　代表取締役

　　　　　　　専務取締役（現在に至る）

2,870株

ふし

伏
み

見
たみ

民
お

生
（1957年８月30日生）

1980年４月　　当社　入社

2001年６月　　当社　商事部長

2008年４月　　当社　商事事業部長兼務新規事業課長

2009年４月　　当社　商事事業部長兼務設備部長兼務業務課長

2010年４月　　当社　富士川工場長

2012年６月　　当社　執行役員　富士川工場長

2013年４月　　日本機械商事㈱（本社：東京都）　顧問

2013年５月　　同社　代表取締役社長

2013年６月　　当社　取締役（現在に至る）

2016年５月　　㈱エコノス・ジャパン　代表取締役社長

　　　　　　　（現在に至る）

2,200株

いし

石
だ

田
しん

進
いち

一
（1950年９月12日生）

1975年４月　　当社　入社

2008年６月　　静岡スバル自動車㈱　取締役

　　　　　　　管理部門担当兼総務部長

2012年５月　　同社　常務取締役　事業本部長

2012年５月　　エススタッフサービス㈱　取締役

2012年５月　　静岡ブイオート㈱　取締役

2012年９月　　同社　代表取締役　取締役社長

2014年５月　　静岡スバル自動車㈱　代表取締役　取締役社長

　　　　　　　（現在に至る）

2016年６月　　当社　取締役（現在に至る）

2018年１月　　㈱ＰＵＲＥＳＴ　取締役（現在に至る）

3,025株
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（※は新任候補者）

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

※
すず

鈴
き

木
たか

孝
のり

典
（1973年12月４日生）

1998年４月　　大成建設㈱　入社

2017年５月　　㈱エコノス・ジャパン　取締役

2017年５月　　静岡自動車㈱　取締役（現在に至る）

2017年５月　　㈱ビルメンテ　取締役

2017年６月　　日本機械商事㈱（本社：大阪府）　取締役

　　　　　　　（現在に至る）

2,870株

※
こ

小
ばやし

林
かず

和
ひと

仁
（1949年４月14日生）

2001年６月　　㈱清水銀行　取締役　経営監理部担当

2003年６月　　同行　常務取締役　支店営業部担当

2003年７月　　同行　常務取締役　総合統括部・総務管理部担当

2004年６月　　静岡スバル自動車㈱　社外監査役

2005年４月　　㈱清水銀行　専務取締役

2007年６月　　同行　代表取締役専務

2012年６月　　当社　社外監査役（現在に至る）

2013年６月　　㈱清水銀行　常勤監査役

1,000株

(注)１　各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２　小林和仁氏は、社外取締役候補者であります。
３　小林和仁氏は、金融機関における役員としての豊富な経験と専門的な知識を有しており、

社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、選任をお願いするもの
であります。

４　当社は、鈴木浩之氏、伏見民生氏、石田進一氏との間で会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について法令が定める最低責任限度額を限度と
する契約を締結中であり、各氏が再任された場合は、当社と各氏との間で同様の契約を
締結する予定であります。また、小林和仁氏が選任された場合は、当社と同氏との間で
同様の契約を締結する予定であります。
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第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます鈴木孝明

氏、後藤隆之氏、山田博久氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社に

おける一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと

存じます。

その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存

じます。

退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

鈴 木 孝 明 1997年６月　　当社　取締役兼務商事部長

1998年４月　　当社　取締役兼務物流機器事業所長

2012年６月　　当社　取締役　商事事業部門、管理部門担当

2014年４月　　当社　常務取締役

2016年６月　　当社　取締役

2018年４月　　当社　取締役　包装機械事業本部長

2019年４月　　当社　取締役　包装機械事業特命事項担当（現在に至る）

後 藤 隆 之 2018年６月　　当社　取締役　包装機械事業本部三島工場長（現在に至る）

山 田 博 久 2015年６月　　当社　社外取締役（現在に至る）

以上
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株主総会会場ご案内図

会　　場：静岡県静岡市清水区天神二丁目８番１号

当社　清水工場２階会議室

東名高速：清水インターチェンジより車で５分

交通機関：ＪＲ 東海　清水駅より徒歩15分

至静岡

至静岡

至静岡

至沼津

至沼津

至名古屋

至東京

清水インターチェンジ

清水東高校

東
海
道
本
線

清
水
駅

 

Ｊ
Ｒ
東
海

東名高速道路

国道一号線バイパス

国道一号線

株主総会会場

靜甲

あいネット
ホール
江尻台
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